
令和３年４月２８日
出入 国在 留 管理 庁

外国人との共生社会の実現のための有識者会議（第３回）

ライフサイクルに応じた支援について

・Ｐ１～16、23、28、41～44：出入国在留管理庁作成資料
・Ｐ17～27、30、36、37：厚生労働省作成資料
・Ｐ17：内閣府（子ども・子育て本部）作成資料
・Ｐ29：国土交通省作成資料
・Ｐ31：警察庁作成資料
・Ｐ32、33：消費者庁作成資料
・Ｐ34：法務省（司法法制部）
・Ｐ35：法務省（人権擁護局）
・Ｐ38：内閣府（防災担当）作成資料
・Ｐ39、40：総務省作成資料

資料２
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（千人）

・2020年の在留外国人数について、1990年と比較すると、０～４歳（幼年期）は、2.15倍（42,572人→91,545人）、５～14歳（少年期）は、1.39倍
（111,138人→154,231人）、15～64歳は、2.88倍（851,213人→2,452,138人）、65歳以上（高年期）は、2.67倍（70,393人→187,990人）と、いず
れの年代も増加傾向にある。

・構成比について、15～64歳は、1990年から2005年にかけて増加し、その後は85％程度で推移している。５～14歳は、1990年から2016年に
かけて減少し、その後は５％前半で推移している。

■ ０～４歳（幼年期）
■ ５～14歳（少年期）
■ 15～64歳（青年期・壮年期・中年期）
■ 65歳以上（高年期）

1,075

1,362

1,686

2,012
2,134

2,232
2,383総数

2,562
2,731

2,933 2,886

※ 在留外国人統計から集計（年齢不詳の者を除く）。1990年～2010年は外国人登録者数（各年12月末現在）。2015年以降は在留外国人数（2015
年～2019年は12月末現在、2020年のみ６月末現在）

括弧内は構成比
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２

・０～４歳及び15～64歳は、概ね増加傾向。５～14歳は、1990年から2005年にかけて増加していたが、2010年から2015年にかけて一時的
に減少に転じ、その後、2016年以降は増加傾向にある。

・一方で、65歳以上は、一貫して増加している。

※ 在留外国人統計から集計。1990年～2010年は外国人登録者数（各年12月末現在）。2015年以降は在留外国人数（2015年～2019年は12月末現
在、2020年のみ６月末現在）
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2010年 2015年 2020年

合計 230,552 173,437 211,178

65歳以上 3,959 5,437 9,925

15-64歳 186,278 138,172 166,618

5-14歳 27,430 20,100 24,633
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65歳以上 941 1,175 3,111
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中国 ベトナム

フィリピン ブラジル

※ 在留外国人統計から集計。2010年は12月末現在の外国人登録者数、2015年は12月末現在の在留外国人数、2020年は６月末現在の在留外国人数
※ 2011年末までの統計は、外国人登録証明書の「国籍等」欄に「朝鮮」の表記がなされている者と「韓国」の表記がなされている韓国籍を有する者

を合わせて「韓国・朝鮮」と計上していたため、「韓国」の2010年の数値は「韓国・朝鮮」の数を示している。

韓国
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・20代においては、「技能実習」及び「留学」の割合が非常に高い。
・「就労目的で在留が認められる者」を見ると、25～29歳及び30～34歳において、その割合が高い。
・「身分に基づき在留する者」の割合は、０～19歳において全体に占める割合が高く、20～24歳において一度減少するが、その後増加し、

55～59歳以降は90％以上を占めている。
・０～14歳では、年代が上がるにつれて、「家族滞在」の割合が徐々に減少している。

※ 「身分に基づき在留する者」：「日本人の配偶者等」、「定住者」、「永住者」、「永住者の配偶者等」、「特別永住者」
※ 「就労目的で在留が認められる者」：いわゆる「専門・技術的分野」
※ 「その他」：「文化活動」、「研修」、「特定活動」
※ 在留外国人統計（2020年６月末現在）から集計（1,000人未満の数値はグラフ上から省略）

■ 就労目的で在留が認められる者（14.8％）
■ 留学（9.7％）
■ 身分に基づき在留する者（52.0％）

■ 技能実習（13.9％）
■ 家族滞在（6.9％）
■ その他（2.6％）

総数



５※ 在留外国人統計から集計。2010年は12月末現在の外国人登録者数、2015年は12月末現在の在留外国人数、2020年は６月末現在の在留外国人数

2.8%

1.9%
1.9%

3.7%

23.1%
20.5%

14.6%

9.5%

7.0%

5.9%

3.6%

2.3%

1.2%

0.6%

0.4%

0.3%

0.4%

0 50 100 150 200

0~4歳

5~9歳

10~14歳

15~19歳

20~24歳

25~29歳

30~34歳

35~39歳

40~44歳

45~49歳

50~54歳

55~59歳

60~64歳

65~69歳

70~74歳

75~79歳

80歳~

（千人）

2010年

4.4%

2.9%

2.0%

4.3%

15.0%

19.8%

15.0%

11.1%

8.3%

6.2%

4.8%

2.7%

1.6%

0.8%

0.4%

0.3%

0.3%

0 50 100 150 200

0~4歳

5~9歳

10~14歳

15~19歳

20~24歳

25~29歳

30~34歳

35~39歳

40~44歳

45~49歳

50~54歳

55~59歳

60~64歳

65~69歳

70~74歳

75~79歳

80歳~

（千人）

2015年

4.3%

4.1%

2.6%

3.6%

13.9%

13.9%

15.5%

12.2%

9.2%

7.1%

4.9%

3.9%

2.2%

1.3%

0.6%

0.3%

0.4%

0 50 100 150 200

0~4歳

5~9歳

10~14歳

15~19歳

20~24歳

25~29歳

30~34歳

35~39歳

40~44歳

45~49歳

50~54歳

55~59歳

60~64歳

65~69歳

70~74歳

75~79歳

80歳~

（千人）

2020年

0~4歳 5~9歳 10~14歳 15~19歳 20~24歳 25~29歳 30~34歳 35~39歳 40~44歳 45~49歳 50~54歳 55~59歳 60~64歳 65~69歳 70~74歳 75~79歳 80歳~ 合計
2010年 19,535 12,726 13,292 25,700 158,840 141,048 100,652 65,034 48,346 40,446 25,070 15,812 8,521 4,276 3,016 1,884 2,958 687,156

2.8% 1.9% 1.9% 3.7% 23.1% 20.5% 14.6% 9.5% 7.0% 5.9% 3.6% 2.3% 1.2% 0.6% 0.4% 0.3% 0.4% 100%

2015年 29,209 19,131 13,080 28,703 99,867 132,162 100,176 73,833 55,255 41,397 31,988 17,888 10,559 5,404 2,955 2,070 2,170 665,847
4.4% 2.9% 2.0% 4.3% 15.0% 19.8% 15.0% 11.1% 8.3% 6.2% 4.8% 2.7% 1.6% 0.8% 0.4% 0.3% 0.3% 100%

2020年 33,651 31,895 20,649 28,550 109,142 109,589 122,268 96,224 72,096 55,518 38,896 30,775 17,298 9,875 4,781 2,708 2,915 786,830
4.3% 4.1% 2.6% 3.6% 13.9% 13.9% 15.5% 12.2% 9.2% 7.1% 4.9% 3.9% 2.2% 1.3% 0.6% 0.3% 0.4% 100%



６

※ 在留外国人統計から集計。2010年は12月末現在の外国人登録者数、2015年は12月末現在の在留外国人数、2020年は６月末現在の在留外国人数
※ 2011年末までの統計は､外国人登録証明書の「国籍等」欄に「朝鮮」の表記がなされている者と「韓国」の表記がなされている韓国籍を有する者

を合わせて「韓国・朝鮮」と計上していたため､2010年の数値は､「韓国・朝鮮」の数を示している。
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2015年 韓国
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2020年 韓国

0~4歳 5~9歳 10~14歳 15~19歳 20~24歳 25~29歳 30~34歳 35~39歳 40~44歳 45~49歳 50~54歳 55~59歳 60~64歳 65~69歳 70~74歳 75~79歳 80歳~ 合計

2010年 10,762 12,112 15,347 20,394 35,445 44,991 46,077 50,407 47,329 46,058 44,555 44,313 43,212 34,777 27,438 18,153 24,619 565,989
1.9% 2.1% 2.7% 3.6% 6.3% 7.9% 8.1% 8.9% 8.4% 8.1% 7.9% 7.8% 7.6% 6.1% 4.8% 3.2% 4.3% 100%

2015年 7,199 8,491 9,636 13,641 23,797 27,484 33,255 35,401 40,671 39,404 38,600 37,476 36,697 34,581 27,436 20,529 23,474 457,772
1.6% 1.9% 2.1% 3.0% 5.2% 6.0% 7.3% 7.7% 8.9% 8.6% 8.4% 8.2% 8.0% 7.6% 6.0% 4.5% 5.1% 100%

2020年 5,353 7,298 8,124 10,879 19,788 27,858 27,529 31,999 33,302 38,731 36,455 35,967 34,881 33,693 30,625 23,693 29,284 435,459
1.2% 1.7% 1.9% 2.5% 4.5% 6.4% 6.3% 7.3% 7.6% 8.9% 8.4% 8.3% 8.0% 7.7% 7.0% 5.4% 6.7% 100%



７※ 在留外国人統計から集計。2010年は12月末現在の外国人登録者数、2015年は12月末現在の在留外国人数、2020年は６月末現在の在留外国人数
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0~4歳 5~9歳 10~14歳 15~19歳 20~24歳 25~29歳 30~34歳 35~39歳 40~44歳 45~49歳 50~54歳 55~59歳 60~64歳 65~69歳 70~74歳 75~79歳 80歳~ 合計

2010年 1,878 1,372 1,365 2,387 10,854 11,402 4,996 2,689 1,619 1,155 836 500 298 176 131 77 46 41,781
4.5% 3.3% 3.3% 5.7% 26.0% 27.3% 12.0% 6.4% 3.9% 2.8% 2.0% 1.2% 0.7% 0.4% 0.3% 0.2% 0.1% 100%

2015年 3,668 1,985 1,409 10,578 61,286 41,021 15,673 4,641 2,446 1,462 1,033 749 435 251 138 98 83 146,956
2.5% 1.4% 1.0% 7.2% 41.7% 27.9% 10.7% 3.2% 1.7% 1.0% 0.7% 0.5% 0.3% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 100%

2020年 9,038 4,587 2,285 21,334 166,499 130,866 56,630 18,644 4,318 2,353 1,368 1,005 664 403 198 112 111 420,415
2.1% 1.1% 0.5% 5.1% 39.6% 31.1% 13.5% 4.4% 1.0% 0.6% 0.3% 0.2% 0.2% 0.1% 0.05% 0.03% 0.03% 100%



８※ 在留外国人統計から集計。2010年は12月末現在の外国人登録者数、2015年は12月末現在の在留外国人数、2020年は６月末現在の在留外国人数
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2015年
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3.0%

3.2%

3.3%

6.5%

13.1%

12.1%

11.9%

11.1%

11.1%

12.0%

6.3%

2.5%
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2020年

0~4歳 5~9歳 10~14歳 15~19歳 20~24歳 25~29歳 30~34歳 35~39歳 40~44歳 45~49歳 50~54歳 55~59歳 60~64歳 65~69歳 70~74歳 75~79歳 80歳~ 不詳 合計

2010年 6,122 6,636 7,242 7,614 13,698 27,461 32,608 32,424 38,719 22,055 9,558 3,665 1,438 488 255 111 87 - 210,181
2.9% 3.2% 3.4% 3.6% 6.5% 13.1% 15.5% 15.4% 18.4% 10.5% 4.5% 1.7% 0.7% 0.2% 0.1% 0.1% 0.04% 100%

2015年 7,021 7,343 7,726 9,330 15,914 24,648 29,660 30,667 30,004 35,243 19,840 8,205 2,818 819 191 101 64 1 229,595
3.1% 3.2% 3.4% 4.1% 6.9% 10.7% 12.9% 13.4% 13.1% 15.4% 8.6% 3.6% 1.2% 0.4% 0.1% 0.04% 0.03% 0.0004% 100%

2020年 8,002 8,570 8,898 9,251 18,295 36,890 34,156 33,439 31,406 31,331 33,877 17,838 6,959 2,254 614 144 99 - 282,023
2.8% 3.0% 3.2% 3.3% 6.5% 13.1% 12.1% 11.9% 11.1% 11.1% 12.0% 6.3% 2.5% 0.8% 0.2% 0.1% 0.04% 100%



９※ 在留外国人統計から集計。2010年は12月末現在の外国人登録者数、2015年は12月末現在の在留外国人数、2020年は６月末現在の在留外国人数
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2020年

0~4歳 5~9歳 10~14歳 15~19歳 20~24歳 25~29歳 30~34歳 35~39歳 40~44歳 45~49歳 50~54歳 55~59歳 60~64歳 65~69歳 70~74歳 75~79歳 80歳~ 合計

2010年 12,885 13,993 13,437 10,326 18,765 26,801 28,015 25,927 22,914 20,547 15,355 11,102 6,526 2,867 814 212 66 230,552
5.6% 6.1% 5.8% 4.5% 8.1% 11.6% 12.2% 11.2% 9.9% 8.9% 6.7% 4.8% 2.8% 1.2% 0.4% 0.1% 0.03% 100%

2015年 9,728 10,009 10,091 10,899 9,805 14,535 17,651 18,244 17,712 16,524 15,000 10,766 7,036 3,479 1,414 401 143 173,437
5.6% 5.8% 5.8% 6.3% 5.7% 8.4% 10.2% 10.5% 10.2% 9.5% 8.6% 6.2% 4.1% 2.0% 0.8% 0.2% 0.1% 100%

2020年 10,002 12,517 12,116 12,122 14,262 14,372 19,819 22,017 21,335 19,676 17,540 15,242 10,233 5,839 2,652 1,033 401 211,178
4.7% 5.9% 5.7% 5.7% 6.8% 6.8% 9.4% 10.4% 10.1% 9.3% 8.3% 7.2% 4.8% 2.8% 1.3% 0.5% 0.2% 100%
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・年代別に見ると、65歳以上の高年期は、日本人は29.1％、在留外国人は6.5％、15～64歳の青年期・壮年期・中年期は、日本人
は58.8％、在留外国人は85.0％となっている。

※ 在留外国人数については、在留外国人統計から集計（2020年６月末現在）
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※ 日本人人口については、人口推計（総務省統計局）から集計（2020年６月１日現在）

■日本人人口 ■在留外国人数



幼年期

（０～４歳）

少年期

（５～14歳）

青年期・壮年期・中年期

（15～64歳）

高年期

（65歳～）

・国においては、現状、外
国人の高齢者対策に
フォーカスした取組はな
い（総合的対応策に高齢
者に特化した施策の登録
はなし。）。

就学前の外国人の子供

及びその親に対する支援

就学前の外国人の子供

及びその親に対する支援

就学の促進、就学状況の把握就学の促進、就学状況の把握

学校における指導体制の確保・充実学校における指導体制の確保・充実

教師等の指導力の向上、支援環境の改善教師等の指導力の向上、支援環境の改善

中学生・高校生等の
進学・キャリア形成支援

中学生・高校生等の
進学・キャリア形成支援

適正な労働条件と雇用管理の
確保、労働安全衛生の確保
適正な労働条件と雇用管理の
確保、労働安全衛生の確保

就労の支援就労の支援

11

子育て・教育に関する支援

雇用・労働

災害発生時の支援等

交通安全対策、事件・事故、消費者トラブル、法律トラブル、人権問題、生活困窮等への対応

医療・保健・福祉サービスの提供環境の整備等

住宅確保のための環境整備・支援

社会保険への加入促進等

高齢者に対する支援



就学前の外国人の子供及びその親に対する支援就学前の外国人の子供及びその親に対する支援

就学の促進、就学状況の把握就学の促進、就学状況の把握

・市町村が実施する利用者支援事業に係る多言語化の促進及び保育施設における外国人乳幼児の円滑な受入れ支援
《施策番号72》

・母子健康の多言語化、効果的な支援方法等の周知《施策番号103》
・幼児教育・保育の無償化についての広報の実施《施策番号104》
・保育所保育指針等により保育所等における外国籍の子供への配慮や保育所等から小学校への切れ目のない支援につ

いて地方公共団体への周知《施策番号105》
・保育所等における外国籍等の子供・保護者への対応についての取組事例を横展開《施策番号106》
・外国人幼児等に対する指導上の留意事項等の周知《施策番号107》
・外国人幼児のための就園ガイドを多言語・やさしい日本語で作成・周知《施策番号110》

・多言語に対応した、就学案内の徹底や就学ガイドブックの作成・配布《施策番号110》
・地方公共団体が講ずべき事項に関する指針の策定を通じ、学齢簿において外国人の子供の就学状況も一体的に管

理・把握すること等の促進《施策番号110》
・多言語による就学案内文書等を掲載した情報検索サイト「かすたねっと」の機能強化・活用促進《施策番号110》
・地域の多様な主体と地方公共団体が連携し、就学状況把握や就学促進につながるよう支援を充実《施策番号110》

12

学校における指導体制の確保・充実学校における指導体制の確保・充実

・義務標準法に基づいた日本語指導のための教師の基礎定数化《施策番号107》
・日本語指導補助者や母語支援員の配置等、指導体制構築等に対する支援《施策番号107》
・多言語翻訳システム、遠隔教育等ICTを活用した支援等、各地方公共団体が行う指導体制整備への支援《施策番号

107》
・集住地域・散在地域それぞれにおける日本語指導の在り方について実践的な研究の実施《施策番号107》



教師等の指導力の向上、支援環境の改善教師等の指導力の向上、支援環境の改善

中学生・高校生等の進学・キャリア形成支援中学生・高校生等の進学・キャリア形成支援

・高校及び大学の修学支援制度についての積極広報の実施《施策番号104》
・教育委員会・学校と関係機関が連携して行う、日本語指導やキャリア教育の充実、生活相談の実施等の包括的な支

援の促進《施策番号109》
・全て都道府県で公立高等学校入試における、帰国・外国人生徒特別定員枠の設置等を目指した取組《施策番号

109》
・高等学校における効果的な日本語指導・教科指導等を実施するためのカリキュラム等の構築《施策番号109》

・教育委員会・大学等が実施すべき研修内容をまとめた「モデル・プログラム」の普及《施策番号108》
・外国人児童生徒等の指導を担当する教師向けの研修用動画コンテンツの配信《施策番号108》
・独立行政法人教職員支援機構における「外国人児童生徒等に対する日本語指導者養成研修」による研修指導者の養
成《施策番号108》

・地方公共団体が実施する研修への講師として「外国人児童生徒等教育アドバイザー」を派遣《施策番号108》

13
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適正な労働条件と雇用管理の確保、労働安全衛生の確保適正な労働条件と雇用管理の確保、労働安全衛生の確保

・労働関係法令の遵守に向けた周知及び雇用管理改善に向けた相談・指導の充実等《施策番号137》
・技能実習制度における賃金払い等の不適正事案に対する外国人技能実習機構による実地検査の迅速・効果的な実施
《施策番号138》

・外国人労働者に理解できる安全衛生教育実施のための事業主への指導・支援《施策番号139》
・労働局や労働基準監督署における労働相談の多言語対応《施策番号140》
・事業主と外国人労働者の意思疎通の促進及び外国人労働者の職場定着のための事業主の取組への支援《施策番号
133》

・職場におけるハラスメントや解雇等のトラブルに関する相談対応等の多言語化《施策番号141》
・技能実習生の保護のための母国語による相談対応《施策番号181》

就労の支援就労の支援

・ハローワークにおける多言語での専門相談員による職業相談や多言語での相談対応等による就職支援《施策番号
143､145》

・日本の職場におけるコミュニケーション能力の向上やビジネスマナー等に関する知識の習得を目的とした研修事業
の実施《施策番号145》

・定住外国人を対象とした、日本語能力に配慮した職業訓練の実施、定住外国人職業訓練コーディネーターの配置
等《施策番号146》

・人材開発支援助成金制度の周知・広報による外国人を含む労働者の職業訓練等に取り組む事業主等への支援《施策
番号147》

・新型コロナウイルス感染症の影響を受ける外国人を雇用する事業者の雇用維持支援及び離職を余儀なくされた外国
人労働者に対する就職支援等《施策番号148》



社会保険への加入促進等社会保険への加入促進等

住宅確保のための環境整備・支援住宅確保のための環境整備・支援

・「外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン」及び「部屋探しガイドブック」の多言語・やさしい日本語化、
「外国人のための賃貸住宅入居の手引き」の作成《施策番号84》

・公営住宅に関し、外国人を日本人と同様の入居申込資格を認める取扱いとするための取組の推進《施策番号85》

・外国人を雇用する事業所や雇用されている外国人に対する社会保険への加入促進等《施策番号149》
・地方公共団体における外国人の国民健康保険制度への加入促進のための取組の支援《施策番号150》
・地方出入国在留管理官署やハローワーク等の関係行政機関の連携による社会保険への加入促進等《施策番号151》

15

・電話通訳及び多言語翻訳システムの利用促進、外国人患者受入れに関するマニュアルの整備等外国人患者が安心し
て受診できる体制の整備《施策番号64》

・地域の外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関における医療通訳者や医療コーディネーターの配置、院内の多言
語化に係る支援等《施策番号65》

・外国人患者等の受益者の適切な費用負担の下での電話通訳の利用促進、全ての医療機関における外国語対応の推進
等《施策番号66》

・医療通訳の養成の促進及び質の向上《施策番号67》

医療・保健サービスの提供環境の整備等医療・保健サービスの提供環境の整備等
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・外国人向けの交通安全教育や交通安全に関する広報啓発活動等《施策番号77》
・110番通報における三者通話システムの活用、事件・事故等の現場における多言語翻訳機能を有する装備資機材の

活用《施策番号78》
・通訳人を同行した巡回連絡の実施、外国人に対する110番通報講習や防犯教室の開催、自主防犯団体との合同パト

ロールの実施等防犯対策の充実《施策番号79》
・消費生活センター等の多言語対応の充実等《施策番号81》
・日本司法支援センター（法テラス）における「多言語情報提供サービス」の利便性の向上等《施策番号82》
・法務省の人権擁護機関における多言語に対応した人権相談及び調査救済手続の周知《施策番号7》
・生活困窮者に対する相談窓口への通訳配置、外国人をサポートする団体等との連携等による経済的困窮や地域社会

からの孤立等に対する支援ニーズへの対応《施策番号83》

交通安全対策、事件・事故、消費者トラブル、法律トラブル、
人権問題、生活困窮相談等への対応の充実
交通安全対策、事件・事故、消費者トラブル、法律トラブル、
人権問題、生活困窮相談等への対応の充実

災害発生時の情報発信・支援等の充実災害発生時の情報発信・支援等の充実

・防災・気象情報に関する多言語辞書の作成、多言語辞書の「Safety tips（※）」への反映及び気象庁ホームペー
ジの多言語化《施策番号73》

・「災害時外国人支援情報コーディネーター」の養成《施策番号74》
・119番通報における電話通訳センターを介した同時通訳の体制整備及び消防本部への多言語音声翻訳アプリの導入
促進《施策番号76》

（※）緊急地震速報や国民保護情報等の緊急情報を発信するプッシュ型情報発信アプリ



利 用 者 支 援 事 業

利用者支援事業は、子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用
できるように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくり等を行
うものである。

３つの事業類型

○主として市町村の窓口で、子育て家庭等から保育サービスに関する
相談に応じ、地域における保育所や各種の保育サービスに関する情報
提供や利用に向けての支援などを行う

《職員配置》専任職員（利用者支援専門員）を１名以上配置

※子育て支援員基本研修及び専門研修（地域子育て支援コース）の「利用
者支援事業（特定型）」の研修を修了している者が望ましい

○主として市町村保健センター等で、保健師等の専門職が、妊娠期
から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する妊産婦等から
の様々な相談に応じ、その状況を継続的に把握し、支援を必要とす
る者が利用できる母子保健サービス等の情報提供を行うとともに、
関係機関と協力して支援プランの策定などを行う

《職員配置》母子保健に関する専門知識を有する保健師、助産師等を１
名以上配置 ※職員は専任が望ましい

【利用者支援】
地域子育て支援拠点等の身近な場所で、
○子育て家庭等から日常的に相談を受け、個別のニーズ等を把握
○子育て支援に関する情報の収集・提供
○子育て支援事業や保育所等の利用に当たっての助言・支援
→当事者の目線に立った、寄り添い型の支援

【地域連携】
○より効果的に利用者が必要とする支援につながるよう、地域の関係機
関との連絡調整、連携・協働の体制づくり
○地域に展開する子育て支援資源の育成
○地域で必要な社会資源の開発等
→地域における、子育て支援のネットワークに基づく支援

○基本型は「利用者支援」と「地域連携」の２つの柱で構成している。

《職員配置》専任職員（利用者支援専門員）を１名以上配置
※子ども・子育て支援に関する事業（地域子育て支援拠点事業など）の一定
の実務経験を有する者で、子育て支援員基本研修及び専門研修（地域子育て
支援コース）の「利用者支援事業（基本型）」の研修を修了した者等

基本型 特定型 （いわゆる「保育コンシェルジュ」）

母子保健型

○主な補助単価（令和３年度予算案）

【基本事業】

○実施か所数の推移
（単位：か所数）○負担割合 国（２/３）、都道府県（１/６）、市町村（１/６）

○実施主体 市町村（特別区を含む）

基本型 特定型 母子保健型

7,604千円 3,075千円 14,209千円

夜間開所 休日開所 出張相談支援 機能強化取組 多言語対応 特別支援対応
多機能型事業
（新規）

1,406千円 757千円 1,082千円 1,875千円 805千円 750千円 3,194千円

※母子保健型は、職員が専任の場合

令和２年度予算 1,453億円の内数 → 令和３年度予算案 1,691億円の内数
（子ども・子育て支援交付金（内閣府）及び重層的支援体制整備事業交付金（厚生労働省））

【令和３年度新規】
・基本型について、地域の支援員が各事業所等を巡回し、連携・協働の体
制づくりや情報連携システムの構築等を行う経費を支援する。

・特定型（保育コンシェルジュ）について、待機児童数が50人未満である
市町村でも「新子育て安心プラン」に参画すれば利用可能に実施要件を
見直す。

・母子保健型について、困難事例への対応等の支援を行う専門職（ＳＷ、
ＰＳＷ、心理職等）を配置するため、単価を拡充する。

基本型 特定型 母子保健型 合計

３０年度 ７２０ ３７５ １，１８３ ２，２７８

元年度 ８０５ ３８９ １，３３０ ２，５２４

【加算事業】

【開設準備経費】改修費等 4,000千円

※令和３年度より、国庫負担割合を引き上げ（１／３→２／３）
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家庭支援推進保育事業【拡充】家庭支援推進保育事業【拡充】

事業内容

日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等に配慮が必要な家庭や、外国人子育て家庭について、家庭環境に対
する配慮など保育を行う上で特に配慮が必要な家庭における子どもを多数（40%以上）受け入れている保育所に対して
加配を行う。

令和３年度予算における対応《拡充》

特別な配慮が必要な児童のうち外国人子育て家庭の児童が占める割合が特に高い保育所等について、加配保育士２名
分の補助基準額を適用するように拡充する。

実施主体・補助基準額・補助割合

実施主体 ：市区町村
補助基準額（案）：１か所当たり ３，８６７千円

（外国人子育て家庭の児童が占める割合が特に高い(20%以上)場合）
１か所当たり ７，７３４千円

補助割合 ：国：１／２、市区町村：１／２

事業実績

300

500

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

399
428 433 439 420 413 402 419 420 407 395 402

378 360 344

（年度）

（か所数）

※R1は交付決定ベース

（保育対策総合支援事業費補助金 令和２年度予算：394億円の内数 → 令和３年度予算：402億円の内数）
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外国人労働者の適正な雇用管理指導等に関する体制整備等

▶ 日本で就労している外国人労働者数・外国人労働者を雇
用する事業所数は、いずれも平成19年の外国人雇用状況届
出の義務化以降、過去最高を更新

▶ 一方で、新型コロナウイルス感染症の影響により、外国
人労働者の解雇や雇止め等の発生が懸念される

外国人労働者の雇用状況

➤ 外国人労働者の特性に応じた適正な雇用管理の確保
➤ 外国人雇用状況届出による外国人労働者の就業状況の
的確な把握

➤ 雇用調整助成金の活用等による外国人労働者の雇用維持

課題

外国人労働者の雇用管理状況の確認及びその改善のための
助言・指導 など

具体的施策

職業相談員
（外国人雇用管理分）

外国人雇用管理アドバイザー

就職支援コーディネーター
（外国人雇用管理分）

・ 外国人雇用管理指針に基づく、外国人を雇用する事業主への事業所訪問等
による雇用管理改善のための助言・援助 など

・ 就職支援コーディネーターの業務補助
・ 事業所訪問指導等の事前準備

・ 外国人を雇用する事業主に対する 高度かつ専門的な指導・援助
※ 事業所から労働局への依頼に応じて活動
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外国人労働者の安全衛生対策

(1)外国人労働者向け視聴覚教材等の作成
・安全衛生教育用視聴覚教材の作成

【業 種 別】木材・木製品製造業、窯業土石製造業、鉄
鋼業、卸売・倉庫業

【作 業 別】塗装、メッキ、重量物取扱い
【危険有害要因別】交通事故

外国人労働者が安心・安全に働ける環境の整備が喫緊
の課題
→ 外国人労働者に対して適切な安全衛生教育等が実
施できるよう事業者に対する指導・支援が必要

令和２年度

外国人労働者安全衛生対策費 外国人労働者安全衛生対策費

令和3年度

(2)技能講習補助教材の作成
・補助テキスト、講習用パワーポイント、実務用語集の作成

(3)非言語教育教材の作成
・VR教育教材の開発（作成）及び体験会の実施

外国人労働者数の増加もあり、外国人労働者の労働
災害は増加傾向

• H31年より新たな外国人材の受入（特定技能）の
開始

(1)視聴覚教材等の作成・充実
・安全衛生教育用視聴覚教材の作成

【業 種 別】陸運業、小売業･･･等
【作 業 別】鍛造、鋳造、溶接、玉掛け、

化学物質管理･･等
【危険有害要因別】クレーン、化学物質、

フォークリフト･･等

(2)事業者向けセミナー
・外国人労働者に対して安全衛生教育を行う
者を対象とした
セミナー（47都道府県で開催、安全衛生教

育用視聴覚教材等の活用促進）

背景

1,443 
1,055 

1,265 1,239 1,292 
1,548 1,732 

2,005 
2,211 

2,494 
2,847 

3,928 

1,658,804

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

外国人労働者数と外国人死傷者数の推移

死傷者数 外国人労働者数
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外国人労働者からの労働条件に関する相談への相談体制

全国の都道府県労働局及び労働基準監督署等６９か
所に設置

13言語の母国語に対応（※）

全国どこからでも相談が可能
左記の「外国人労働条件相談コーナー」の相談窓口
にダイレクトに接続

13言語の母国語に対応した電話番号を設定（※）

労働条件相談ほっとラインコールセンター（委託事業）

○自分の労働条件は、労働基準法などに
違反しているのではないか？

○労働基準法などの規定の意味は？

○労働基準法などの法令以外に関する質問

問題解決の方法や管轄の
労働基準監督署を紹介
問題解決の方法や管轄の
労働基準監督署を紹介

規定の解釈等について丁寧に説明

総合労働相談コーナーなどの
相談機関を紹介

相談をされた方が労基署へ
の情報提供を希望した場合
相談をされた方が労基署へ
の情報提供を希望した場合

管轄の都道府県労働局
・労働基準監督署

管轄の都道府県労働局
・労働基準監督署

受付時間：平日 17時～22時
土日祝 ９時～21時

※年末年始（12月29日～１月３日）は除く。

（※）13言語に対応
英語、中国語、スペイン語、ポルトガル
語、
タガログ語、ベトナム語、ミャンマー語、
ネパール語、韓国語、タイ語、インドネ

シア語、カンボジア語、モンゴル語

外国人労働者相談コーナー 外国人労働者向け相談ダイヤル

【フリーダイヤル】０１２０－８１１－６１０（はい！ろうどう）
平日夜間・土日祝日の電話相談に無料で対応
13言語の母国語に対応した電話番号を設定 （※）

労働条件相談ほっとライン
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【活用イメージ図】

雇用環境・均等部（室）及び総合労働相談コーナーにおける多言語化の推進

（外国人労働者等）

？？？

（労働局職員等）

■業務内容
＜多言語コンタクトセンター＞

・電話通訳による職員及び外国人労働者間のコ

ミュニケーションを支援。

・職員の依頼に基づく簡易な文書翻訳支援。

・対応外国語：英語、中国語、韓国語、ポルト

ガル語、スペイン語、ベトナム語、インドネシ

ア語、タガログ語、ネパール語、タイ語、カン

ボジア語、ミャンマー語、モンゴル語

（労働局職員等）

OK！

（外国人労働者等）

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）及び総合労働相談コーナーでは、職場におけるハラスメントや解雇等のト

ラブルに関する相談対応等を実施している。

昨今、外国人労働者の増加や多国籍化に伴い、多様な言語による相談に対して的確に対応するニーズが高まってい

ることから、14カ国語による電話通訳サービスである「多言語コンタクトセンター」を全ての雇用環境・均等部

（室）及び総合労働相談コーナーで活用するとともに、外国人労働者に対する簡易な案内として多言語音声翻訳シス

テム（アプリ）を雇用環境・均等部（室）に引き続き設置することにより、多言語対応力を強化する。

ハラスメント・解雇等の相談

通訳

通訳

＊サービス提供時間：平日 8:30～17:15

相談者の状況に応じて活用（併用可）

＜多言語音声翻訳システム（アプリ）＞

・来庁した外国人労働者が、労働局に設置した

タブレット上で翻訳アプリを利用しながら相談。

・対応外国語：30カ国語

多言語翻訳アプリ多言語コンタクトセンター

補完
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技能実習生への相談対応・情報発信

「母国語相談」として、曜日を決めて主要な言語により、電話やメール等で相談対応を実施。
また、地方事務所・支所においても、電話又は来所による相談対応（平日 9:00～17:00）を実施。
さらに、技能実習生に対する各種支援策などについて、SNS（Facebook、Twitter）により、母国語
等で情報を発信（URL：https://www.otit.go.jp/sns/index.html）。

対応言語 対応日時 電話番号
※時間外は留守番電話で受付

母国語相談サイトURL
※メールでの相談はこちらで受付

ベトナム語
月～金、土

11:00～19:00
(土曜：9:00～17:00)

0120-250-168
https://www.support.otit.go.jp/soudan/vi/

中国語
月、水、金、土

11:00～19:00
(土曜：9:00～17:00)

0120-250-169
https://www.support.otit.go.jp/soudan/cn/

インドネシア語
火、木

11:00～19:00 0120-250-192 https://www.support.otit.go.jp/soudan/id/

フィリピン語
火、木、土

11:00～19:00
(土曜：9:00～17:00）

0120-250-197
https://www.support.otit.go.jp/soudan/phi/

英語
火、木、土

11:00～19:00
(土曜：9:00～17:00）

0120ｰ250ｰ147
https://www.support.otit.go.jp/soudan/en/

タイ語
木、日

11:00～19:00
(日曜：9:00～17:00）

0120ｰ250ｰ198
https://www.support.otit.go.jp/soudan/th/

カンボジア語 木
11:00～19:00

0120ｰ250ｰ366 https://www.support.otit.go.jp/soudan/kh/

ミャンマー語 火
11:00～19:00

0120ｰ250ｰ302 https://www.support.otit.go.jp/soudan/mm/

技能実習生であれば、誰でも電話、電子メール、手紙によって、8か国語での申告・相談が可能。電話料金は
フリーダイヤルで無料。令和３年４月21日より、暴行や脅迫等の緊急案件の相談に関する専用窓口を開設。 （下記
電話番号にダイヤル後、アナウンスが専用窓口を案内）

母国語相談の実施日時
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外国人就労・定着支援研修事業

１ 趣旨・目的
日系人等の定住外国人は、日本の職場におけるコミュニケーション能力の不足や我が国の雇用慣行に不案内であ

ること等から、不安定な雇用形態で働く者も多く、安定的な職業に就くための支援を行うことが必要。

身分に基づく在留資格の外国人等を対象に、日本の職場におけるコミュニケーション能力の向上や、ビジネスマ

ナー、雇用慣行、労働関係法令及び社会保障制度等に関する知識の習得を目的とする研修を実施することにより、

国内企業における安定的な就職と職場定着の促進を図る。

受講対象者 身分に基づく在留資格の外国人等

研修内容

受講者の能力に応じてコースのレベルを設定

ビジネスマナーや我が国の雇用慣行等に関する講義、職場体験の実施（全レベル共通）

１コースあたりの総研修時間は100時間に設定（概ね２ヶ月）

実施地域の実情や受講者ニーズを踏まえ、夜間や土日に開講するコースも設定

実施規模

定住外国人が集住する地域を中心に全国110地域、300コース、

受講者6,000名規模で実施

[参考] 令和元年度実績
実施地域数 … 98地域
実施コース数 … 296コース
受講者数 … 5,241名

２ 事業概要
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定住外国人向け職業訓練コースについて

○ 公共職業訓練（離職者訓練）として都道府県から民間教育訓練機関に委託して実施
するもののうち、下記の内容で実施するもの

【事業概要】
① 求職中の日系人等の定住外国人のうち、訓練の受講に当たって

一定の日本語能力を有する者に対して、その日本語能力等に配慮
した職業訓練を実施。

② 都道府県又は公共職業能力開発施設に定住外国人職業訓
練コーディネーターを配置し就職支援や関係機関等との連携
調整を実施。

【令和元年度実績】
実施地域： 静岡県、愛知県、滋賀県、兵庫県、徳島県（５県）
受講者数： １０９名（１０コース）
コース例 ： 介護職員養成、パソコン技能
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人材開発支援助成金
○職業訓練を実施する事業主等に対して訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成する等により、企業
内の人材育成を支援

支給対象となる訓練 対象 助成内容
助成率・助成額 注：（ ）内は中小企業事業主以外

生産性要件を満たす場合

特定訓練コース

・事業主
・事業主団体等

・労働生産性の向上に直結する訓練
・若年労働者への訓練
・技能承継等の訓練
・グローバル人材育成の訓練
・雇用型訓練（※１）

について助成

OFF-JT
経費助成：45（30）％

【60（45）％ （※２）】
賃金助成：760（380）円/時・人

OJT＜雇用型訓練に限る＞
実施助成：665（380）円/時・人

OFF-JT
経費助成：60（45）％

【75(60)％ （※２）】
賃金助成：960（480）円/時・人

OJT＜雇用型訓練に限る＞
実施助成：840（480）円/時・人

一般訓練コース ・事業主
・事業主団体等

・他の訓練コース以外の訓練
について助成

OFF-JT
経費助成：30％
賃金助成：380円/時・人

OFF-JT
経費助成：45％
賃金助成：480円/時・人

特別育成訓練コース
（※３）

・事業主

・一般職業訓練
・有期実習型訓練
・中小企業等担い手育成訓練

について助成

OFF-JT
経費助成：実費（※４）
賃金助成：760(475)円/時・人

OJT<一般職業訓練を除く>
実施助成：760(665)円/時・人

OFF-JT
経費助成：実費 （※４）
賃金助成：960(600)円/時・人

OJT<一般職業訓練を除く>
実施助成：960(840)円/時・人

教育訓練休暇付与コース

・事業主

・有給教育訓練休暇制度を導入し、労働
者が当該休暇を取得して訓練を受けた場
合に助成

・事業主が長期の教育訓練休暇制度を導
入し、一定期間以上の休暇取得実績が生
じた場合に助成

定額助成：30万円

経費助成（定額）：20万円
賃金助成＜有給の場合に限る＞：6,000円
/日・人

定額助成：36万円

経費助成（定額）：24万円
賃金助成＜有給の場合に限る＞：
7,200円/日・人

※１ ・特定分野認定実習併用職業訓練（建設業、製造業、情報通信業の分野） 、認定実習併用職業訓練
※２ ・雇用型訓練のうち特定分野認定実習併用職業訓練の場合

・セルフ・キャリアドック制度導入企業の場合
※３ ・非正規雇用労働者が対象
※４ ・一人当たり。訓練時間数に応じた上限額を設定。（中小企業等担い手育成訓練は対象外）
※５ ・通信制（e－ラーニングを含む）の場合は、経費助成のみ対象とする 26



ハローワークにおける外国人労働者に係る相談支援等の実施

● 外国人労働者に対する適正な雇用管理の確保を図るため、事業所訪問等による雇用管理状況の確認、改善の為の
助言・援助等を行うとともに、雇用維持のための相談・支援等についても積極的に実施する。

（※）令和２年度補正予算において、就職支援コーディネーターを増員し、各種助成金の活用による雇用維持のための相談支援を実施

１．外国人を雇用する事業主に対する相談支援

令和３年度においては、令和２年度補正予算において講じた支援策（※）について、引き続き同水準を維持するとともに、
今後の雇用情勢の変化に的確に対応するための取組みを実施する。

● 専門相談員による職業相談や、外国人が応募しやすい求人の開拓・改善など、職業相談を強化することにより、
更なるマッチングを促進し、外国人求職者の早期再就職支援・安定的な就労の確保に向けた支援を実施する。

（※）令和２年度補正予算において、職業相談員を増員し、離職を余儀なくされた外国人求職者等の早期再就職に向けた相談支援を実施

２．外国人求職者に対する相談支援

● 職業相談窓口に通訳員を配置するとともに、電話通訳・多言語音声翻訳機器の活用や、外国人求職者への多言語に
よる情報発信等により、多言語相談支援体制の整備を図る。

（※）令和２年度補正予算において、
・通訳員の増員や多言語音声翻訳機器の追加配付
・雇用保険の手続き等の情報をリーフレット、動画、HP等でわかりやすく周知
などにより、多言語相談支援体制や多言語による情報発信を強化

● コロナ禍において来所が困難な外国人求職者からの相談に対応するため、多言語に対応したハローワークコールセ
ンターを継続して設置する。

（※）令和２年度補正予算において、ハローワークコールセンターに多言語に対応するため機能を拡充

３．多言語相談支援体制・情報発信
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３滞納者
の把握

Immigration Services Agency of Japan

出入国在留管理庁

対象：納期限から１年を経過する滞納があり，

自治体において，督促状等を送付するだけにと

どまらず，財産調査や差し押さえなど積極的な

滞納処分を十分に尽くしてもなお未納額の回収

が不可能な外国人のみ通報（滞納していること

に正当な理由があると認められる外国人は除

く）

方法：当庁指定の電子データ等で送付

国 民 健 康 保 険 料 （ 税 ） の 外 国 人 滞 納 者 に 対 す る 試 行 措 置

４
変
更
・
更
新
申
請

５
納
付
指
示

８
納
付
証
明
書
提
出

９
審
査
結
果

１
滞
納
処
分

６
納
付

７
納
付
証
明
書
交
付

２ 悪質な滞納者の情報共有
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不動産事業者等向けに、外国人との契約の際に役立つ実務対応のマニュアルとして作成

賃貸借契約にあたっての配慮事項や注意点、賃貸住宅標準契約書等（※多言語対応）を掲載

※ 日本語、英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語、ネパール語、タイ語、

インドネシア語、ミャンマー（ビルマ）語、カンボジア（クメール）語、タガログ語、モンゴル語

作成の経緯

平成16年３月「規制改革・民間開放推進３カ年計画」、国土交通省「賃貸住宅市場整備研究会」
外国人の入居を円滑化のため、実務対応マニュアルの作成が必要と指摘

平成17年３月 「外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン」作成

平成30年３月に「新たな住宅セーフティネット制度」を踏まえた見直しを実施

改正入管法を受けて、令和元年11月に賃貸住宅標準契約書等の対応言語を拡充（８→14言語）

１．外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン

第１章 外国人の民間賃貸住宅への入居について
＜１＞ 需要が高まる賃貸住宅への外国人入居 ＜２＞ 外国人入居受入れのメリットとは
＜３＞ 外国人の入居事例 ＜４＞ ガイドラインの活用

第２章 実務対応Ｑ＆Ａ
第３章 外国人の住まいに関する情報提供事例 等
第４章 住宅セーフティネット制度の活用
第５章 賃貸住宅標準契約書・入居申込書・重要事項説明書 等（多言語対応）
資料編 希望条件チェックシート、入居審査必要書類チェックシート、入居の約束チェックシート（多言語対応）

構成

外国人の民間賃貸住宅入居円滑化に向けた取組み

【ガイドブック】外国人向けに、日本での部屋探しに役立つツールとして作成
部屋の探し方、契約時に必要な書類、入居手続き、日本の生活ルール等を多言語で作成

【リーフレット】外国人向けに、日本での部屋探しの基本的な情報を掲載

外国語を話せる不動産店のリストを掲載するウェブサイトや、外国語を話せる

不動産店の店頭ステッカーを紹介

２．外国人向け部屋探しのガイドブック、リーフレット

１．部屋探しから入居まで
２．部屋を借りるときに役立つ情報
３．希望条件チェックシート、入居審査必要書類チェックシート、入居の約束チェックシート

構成
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都道府県単位の医療・観光等連携ワンストップ対応

都道府県に、地域の課題の協議等を行う業界分野横断的な関係者による協議
会を設置し、実態の把握・分析や受入医療機関の整備方針の協議、リスト作成
と関係者への周知、地域の課題の協議などを行う。

都道府県に、医療機関等から寄せられる
様々な相談にも対応できるワンストップ窓口
を設置。

補助先：都道府県
補助率：１／２

外国人患者に対する医療提供体制整備等の推進

Sila menjaga diri sendiri
Mangyaring alagaan ang iyong sarili

Выздоравливайте

希少言語に対応した遠隔医療通訳サービス

民間サービスがなく、行政が通訳者を確保することも難しい希少言語に対応可
能な遠隔通訳サービスを国が提供。

外国人患者受入れ医療コーディネーター養成研修

医療機関の外国人患者受入対応能力向上のため、医療コーディネーターの
養成研修を実施。

我が国の訪日外国人は3,188万人1)（2019年）、在留外国人は約293万人2)（2019年12月）と増加傾向。

こうした中、外国人患者が安心して日本の医療機関を受診できるよう、国内の医療機関における外国人患者受入のための環境整備が不可欠。

今後は、都道府県が選定する「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」（※）を中心に、医療通訳者等の配置支援、電話通訳の利用促進等を通
じて、外国人患者の受入れ環境の更なる充実を目指す。

外国人患者受入れに資する医療機関認証制度 推進
事業

背景： 外国人が安心して医療機関を受診できる環
境を整備するため、外国人患者受入体制について
第三者認証制度が必要

事業概要： 医療機関の申請に基づき第三者機関
（日本医療教育財団）が外国人患者の受入れ体制
を審査・認証する制度（JMIP)に関する情報発信や
セミナーの開催等を行う。

団体契約を通じた電話医療通訳の利用促進等事業

背景： 電話通訳は、利便性が高いものの、医療
機関における認知度は十分でない

事業概要：選定されたとりまとめ団体3)と電話通
訳事業者との間で、一括して通訳の利用に係る
契約（団体契約）を行い、傘下の医療機関が電話
通訳を利用できるようにする。

医療通訳者・外国人患者受入れ医療コーディネー
ター配置等支援事業

背景：地域の外国人患者受入の拠点となる医療
機関における多言語対応等の体制整備を進める
必要がある

事業概要：
外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関

（※）から10～箇所を選定し、以下の支援を実施

① 医療通訳者や外国人患者受入れ医療コーディ
ネーターの配置

② 拠点的な医療機関の体制整備を支援するた
めの情報提供や助言

※外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関

「「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」の選出及び
受入体制に係る情報の取りまとめについて（依頼）」（平成31
年3月26日付け医政総発0326第3号、観参発800号）に基づき
選出された医療機関

第三者機関
（日本医療教育財団）

申請

審査・認証

団体契約

通訳提供

1) 日本政府観光局, 2) 法務省

3) 複数の医療機関から構成される法人（病院団体・グループ、医師
会等）、地方公共団体等
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在留外国人の安全の確保に向けた総合対策の推進状況

外国人コミュニティを対象とした各種施策の推進状況

〇 主に外国人が多く居住する団地等を対象とし、民間通訳人又は部内通訳人を帯同した巡回連絡を実施
〇 通訳人を帯同した巡回連絡を実施することにより、居住外国人に不信感を与えることなく必要事項をスムーズに聴取するとともに、

居住外国人に安心感を醸成

〇 技能実習生、留学生等を対象とした講習を各県の管轄警察署管内の企業、学校等で実施
〇 講習内容は受講者に１１０番通報要領の教示に加え、模擬訓練を実施

〇 技能実習生、留学生を対象とした防犯、交通安全等の講習を各都道府県において実施
〇 新型コロナウイルス感染症拡大以降は、オンライン授業を活用した講習等も実施

〇 外国人住民の警察署協議会委員、コミュニティリーダー等への委嘱
〇 外国人関係団体等との連携によるSNS等を活用した広報啓発活動等を実施

〇 外国人が設立した自主防犯団体や外国人住民等との合同パトロールのほか、外国人い集場所における合同パトロールを実施
〇 民間ボランティア団体との合同パトロールに外国人業者で組織する団体が参加し、同外国人業者が同パトロール時に母国語

で広報啓発を実施

外国人に対する110番通報講習

通訳人を帯同した巡回連絡

防犯・交通安全等についての広報啓発活動

自主防犯団体との合同パトロール

その他の各種施策
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（１）情報化の推進（テレビ会議システム、メール等を活用したオンライン相談受付、タブレット端末等を用いた見守りの導入など）

（２）自治体間連携の促進による相談体制の維持・充実（指定消費生活相談員の活用、都道府県による市町村支援、広域連携の立ち上げなど）

＜補助対象＞
消費者行政に関わる
・消費生活相談員
・行政職員
・教員

地方消費者行政強化交付金

○ 国として取り組むべき重要な消費者政策の推進のため、積極的に取り組む地方公共団体を支援

○ 消費生活相談員、消費者行政職員等のレベルアップのため、消費者トラブル等に関する研修の参

加に必要な経費を支援

○ 引き続き、どこに住んでいても質の高い相談・救済が受けられるよう体制整備を支援

令和３年度予算 １８．５億円
令和２年度補正予算 １３．８億円

２ 重要消費者政策に対応する地方消費者行政の充実・強化

３ 国の重要政策に係る消費生活相談員レベルアップ事業

（１）社会のデジタル化の進展・電子商取引の拡大への対応
（２）配慮を要する消費者（高齢者、障害者、外国人等）への相談対応
（３）消費者教育・消費者政策の普及啓発（新型コロナウイルス感染症に関する消費者問題を含む）
（４）消費者政策に関連する法改正等への対応
（５）ＰＩＯ－ＮＥＴ2020 刷新に係る研修

地方消費者行政強化事業（補助率 : １/２※）地方消費者行政強化事業（補助率 : １/２※）

事業メニュー

研修メニュー

概 要

（１）配慮を要する消費者（高齢者、障害者、外国人等）に対する相談・見守り体制の整備・運用
（２）消費者教育・啓発への取組
（３）ＳＤＧｓへの取組（エシカル消費、消費者志向経営、食品ロス削減等）
（４）法執行体制の強化、事業者のコンプライアンス確保への取組

※自主財源化の充実への取組が不十分な地方公共団体に対し、一部３分の１の補助率を導入。

１ 地方消費者行政の情報化・自治体間連携の促進に向けた支援
事業メニュー

○ 平成２９年度までに『地方消費者行政推進交付金』等を活用し行ってきた消費生活相談体制の整備等の事業について引き続き支援

地方消費者行政推進事業（旧地方消費者行政推進交付金）（補助率 : 定額）
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外国語による人権相談の体制について

・ 法務省の人権擁護機関では，日本語を自由に話すことの困難な
外国人からの人権相談も対応できる体制の整備を目指して，一部
の法務局及び地方法務局に「外国人のための人権相談所」を開設
するとともに，平成２７年１０月に「外国語人権相談ダイヤル」
を，平成２８年３月に「外国語インターネット人権相談受付窓口」
を設置し，英語及び中国語に対応した人権相談を開始した。

・ 平成２９年４月から，民間の多言語電話通訳等サービスを利用
して対応言語を６言語に拡大し，対応時間，対応法務局も拡大し
たほか，電話番号を統一して，利便性向上に努めてきた。

・ 平成３１年４月から，「外国語人権相談ダイヤル」の対応言語
を１０言語に拡大し，令和３年３月から，「外国語インターネッ
ト人権相談受付窓口」の対応言語も１０言語に拡大した。

事業の概要

相談窓口

外国語人権相談ダイヤル
０５７０－０９０９１１
（平日 9:00～17:00）

外国人のための人権相談所
（平日 9:00～17:00）

●対応言語
英語，中国語，韓国語，フィリピノ語，ポルトガル語，ベトナム

語，ネパール語，スペイン語，インドネシア語，タイ語

外国語インターネット人権相談受付窓口
http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken21.html#0

1
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◆認定就労訓練事業 （いわゆる「中間的就労」）
・直ちに一般就労が困難な者に対する支援付きの就労の場の育成（社
会福祉法人等の自主事業について都道府県等が認定する制度）

◆家計改善支援事業
・家計の状況を「見える化」するなど家計の状況を把握することや利用者の
家計の改善の意欲を高めるための支援（貸付のあっせん等を含む）

◆住居確保給付金の支給

・就職活動を支えるため家賃費用を有期で給付

◆子どもの学習・生活支援事業
・生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する学習支援
・生活困窮世帯の子ども・その保護者に対する生活習慣・育成環境の改善、
教育及び就労に関する支援等

◆自立相談支援事業
（全国905福祉事務所設置自治体で
1,336機関（令和２年４月時点））

〈対個人〉

・生活と就労に関する支援員を配置
し、ワンストップ型の相談窓口によ
り、情報とサービスの拠点として機
能

・一人ひとりの状況に応じ自立に向
けた支援計画（プラン）を作成

〈対地域〉
・地域ネットワークの強化・社会資源
の開発など地域づくりも担う

包括的な相談支援

◇生活保護受給者等就労自立促進事業
・一般就労に向けた自治体とハローワークによる一体的な支援

就労に向けた準
備が必要な者

◆就労準備支援事業
・一般就労に向けた日常生活自立・社会自立・就労自立のための訓練

緊急に衣食住の
確保が必要な者

貧困の連鎖
の防止

◆一時生活支援事業
・住居喪失者に対し一定期間、衣食住等の日常生活に必要な支援を提供
・シェルター等利用者や居住に困難を抱える者に対する一定期間の訪問に
よる見守りや生活支援

なお一般就労が困難な者

就労支援

居住確保支援

子ども支援

本
人
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
（※

）

緊急的な支援

※ 法に規定する支援（◆）を中心に記載し
ているが、これ以外に様々な支援（◇）
があることに留意

家計から生活
再建を考える者

家計再建支援

◇関係機関・他制度による支援
◇民生委員・自治会・ボランティアなどインフォーマルな支援

その他の支援

柔軟な働き方を
必要とする者

就労に向けた準
備が一定程度
整っている者

国費３／４

国費２／３

国費１／２,２／３

国費１／２

国費３／４

生活困窮者自立支援制度の概要

◆福祉事務所未設置町村による
相談の実施
・希望する町村において、一次的な
相談等を実施

国費３／４

◆都道府県による市町村支援事業 ・ 市等の職員に対する研修、事業実施体制の支援、市域を越えたネットワークづくり等を実施 国費１／２

再就職のために
居住の確保が

必要な者

国費２／３
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各分野の支援事業・支援機関

○ 福祉事務所設置自治体が直営又は委託により自立相談支援事業を実施。

※ 委託の場合は、自治体は受託機関と連携して制度を運営。自治体は支援調整会議に参画し、支援決定を行うほか、社会資源の開発を担う。

○ 自立相談支援事業は、生活困窮者からの相談を受け、

① 生活困窮者の抱えている課題を評価・分析（アセスメント）し、そのニーズを把握

② ニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行われるよう、自立支援計画を策定

③ 自立支援計画に基づく各種支援が包括的に行われるよう、関係機関との連絡調整を実施

等の業務を行う。

事業の概要

○ 生活保護に至る前の段階から早期に支援を行うことにより、生活困窮状態からの早期自立を支援。

○ 生活困窮者に対する相談支援機能の充実により、福祉事務所の負担軽減とともに、社会資源の活性化、地域
全体の負担軽減が可能に。

生
活
困
窮
者

生
活
困
窮
状
態
か
ら
の
脱
却

包括的・継続的な支援

生活困窮者自立支援
法に基づく支援

総合的な
アセスメント

本人の主体性と
多様性を重視

○再アセスメント
による 評価

○プランの見直し

フォローアップ

自立相談支援事業

法定事業等に係る
自治体の支援決定

期待される効果

包括的
に対応

支援調整会議
による調整

法以外の支援
民生委員による見守りなど

インフォーマルな支援

相
談
窓
口

早期把握

自立生活のためのプランの作成

自立相談支援事業
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外国人に対する災害情報の発信に関する取組について
（「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（H30.12.25関係閣僚会議決定）」、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実について（R1.6.18関係閣僚会議決定）」、
「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）（R1.12.20関係閣僚会議決定）」及び「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）（R2.7.14関係閣僚会議決定）」に基づく取組

民間アプリ・ウェブサイトへの活用促進や、地方出入国在留管理官署、地方公共団体の各種窓口等を通じた周知・普及促進

緊急地震速報、津波警報、気象警報、避難指示等に関する
多言語辞書（※）を14か国語で作成

（※）多言語辞書：民間アプリ・ウェブサイトによる防災・気象情報の多言
語での提供を促進するため、それら情報に用いる地名や用語、伝達文な
ど約7,000語を多言語で掲載

〇 気象庁HPにおいて、大雨、洪水、土砂災害の危険度を色分けで
示した地図を提供

多言語辞書の作成

「Safety tips」（※）に多言語辞書を反映し、気象情報等を14か国語で発信

〇 気象庁HPにおいて、気象情報を14か国語で発信

（※）Safety tipsについて
緊急地震速報や国民保護情報等の緊急情報を発信する
プッシュ型情報発信アプリ

プッシュ通知 取るべき行動

※14か国語：日本語、英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語、タイ語、インドネシア語、タガログ語、ネパール語、クメール語、ビルマ語、モンゴル語

〇外国人が災害発生時に迅速な避難行動に必要な情報を容易に入手できるようにすることが重要。
〇内閣府、法務省、消防庁、観光庁、気象庁が連携し、防災・気象情報の多言語での発信等に係る環境を整備。

アプリによるプッシュ型の情報発信

ウェブサイトによる情報発信

危険度分布の解説文とベトナム語の例

「気象庁HP 多言語での気象情報発信」
https://www.jma.go.jp/jma/kokusai/multi.html

「気象情報等の多言語辞書」
https://www.data.jma.go.jp/developer/multilingual.html

「避難指示等の多言語辞書」
http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/kokumin/jyohonanminzero/index.html
https://www.fdma.go.jp/publication/#database

「観光庁HP Safety tipsに関する情報」
「観光庁HP トップページ」－「観光庁メディア」欄の「Safety tips」
http://www.mlit.go.jp/kankocho/index.html

中国語（簡体字）の例
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○ 平成28年に総務省において「情報難民ゼロプロジェクト」を開催し、同アクションプラン（平成28年12月）で、2020年の
目指す姿の一つとして、避難所等にいる外国人被災者への情報伝達を支援するコーディネーターの配置が提示。

○ 「災害時外国人支援情報コーディネーター制度に関する検討会」（平成29年度）において議論。

１．背景・経緯

２．災害時外国人支援情報コーディネーターの養成について

（参考）養成研修の実績

○ 「災害時に行政等から提供される災害や生活支援等に関する情報を整理し、避難所等にいる外国人被災者のニーズとの
マッチングを行う「災害時外国人支援情報コーディネーター」について、令和２年を目途に都道府県及び指定都市での配置が
可能となるよう、養成研修を平成30年度から実施する。」〔総務省〕《施策番号74》

出典：「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）」（令和２年７月14日関係閣僚会議決定）

○ 国〔総務省〕は，地方公共団体等と協力し，研修を通じて，災害時に行政等から提供される災害や生活支援等に関する情
報を整理し，避難所等にいる外国人被災者のニーズとのマッチングを行う災害時外国人支援情報コーディネーターの育成を

図るものとする。 出典：「防災基本計画（修正）」（令和２年５月29日中央防災会議修正）

外
国
人
被
災
者

災害時外国人支援
情報コーディネーター

ニーズ把握
（避難所巡回､地方自治体窓口等）

ニーズ伝達

情報収受
地
域
国
際
化
協
会
等○○県（○○市）災害多言語支援センター

連携

地
方
自
治
体ニーズ伝達

情報伝達
（HP､メール､地方自治体窓口等）

○ 平成30年度 平成31年２月21日（木）～22日（金）場所：自治大学校（５７人受講）
○ 令和元年度 令和 ２年２月 ５日（水）～ ６日（木）場所：自治大学校（７２人受講）

【コーディネーターの活動事例】

九州北部豪雨（令和元年８

月）の際に､研修を受講した佐

賀県国際交流協会の職員が

①HP等での災害情報提供

②避難所を巡回し外国人の

ニーズ把握、災害対策本

部との調整

を実施

「災害時外国人支援情報コーディネーター」の養成《施策番号74》

※令和２年度は中止

39



〇多言語音声翻訳アプリを利用することにより、救急現場で救急隊員が外国人傷病者に対して、
円滑なコミュニケーションを図ることが可能となる。

〇消防庁消防研究センターとNICTが救急隊用に開発した多言語音声翻訳アプリ「救急ボイストラ」
は、 使用頻度が高い会話内容を「定型文」として登録しており、外国語による音声と画面の文字に
よりコミュニケーションを行う。

〇救急ボイストラは、全国の消防本部に対して平成29年４月から提供を開始し、
令和３年１月１日現在、 726本部中631本部（86.9％）が導入。

救急ボイストラの特徴 救急ボイストラ導入状況
（令和３年１月１日現在）

救急隊用46の定型文の対応言語は15種類※

聴覚障害者とのコミュニケーションにも活用可能

※定型文対応言語

英語、中国語（簡体字）、中国語（繁体字）、韓国語、タイ語、
フランス語、スペイン語、インドネシア語、ベトナム語、ミャンマー語、
ロシア語、マレー語、ドイツ語、ネパール語、ブラジルポルトガル語

救急現場における多言語音声翻訳アプリ「救急ボイストラ」の利用

都道府県 全消防本部数 導入本部数 導入率（％） 都道府県 全消防本部数 導入本部数 導入率（％）

北海道 58 53 91.4% 滋　賀 7 6 85.7%
青　森 11 11 100.0% 京　都 15 15 100.0%
岩　手 12 11 91.7% 大　阪 27 27 100.0%
宮　城 11 11 100.0% 兵　庫 24 24 100.0%
秋　田 13 12 92.3% 奈　良 3 3 100.0%
山　形 12 12 100.0% 和歌山 17 15 88.2%
福　島 12 9 75.0% 鳥　取 3 3 100.0%
茨　城 24 24 100.0% 島　根 9 7 77.8%
栃　木 12 12 100.0% 岡　山 14 13 92.9%
群　馬 11 11 100.0% 広　島 13 13 100.0%
埼　玉 27 27 100.0% 山　口 12 8 66.7%
千　葉 31 26 83.9% 徳　島 13 11 84.6%
東　京 5 4 80.0% 香　川 9 9 100.0%
神奈川 24 22 91.7% 愛　媛 14 10 71.4%
新　潟 19 14 73.7% 高　知 15 10 66.7%
富　山 8 6 75.0% 福　岡 24 12 50.0%
石　川 11 9 81.8% 佐　賀 5 5 100.0%
福　井 9 6 66.7% 長　崎 10 8 80.0%
山　梨 10 5 50.0% 熊　本 12 7 58.3%
長　野 13 10 76.9% 大　分 14 13 92.9%
岐　阜 20 20 100.0% 宮　崎 10 10 100.0%
静　岡 16 14 87.5% 鹿児島 20 16 80.0%
愛　知 34 25 73.5% 沖　縄 18 18 100.0%

三　重 15 14 93.3% 合　計 726 631 86.9% 40



子育て・教育に関する意見・要望

【就学状況の把握、就学の促進】
○ 国において、不就学の子供の実態を把握し、就学促進のための取組への支援を行うべき（全国知事会、

多文化共生推進協議会）。

１ 教育制度等の周知等 ４ 進学・キャリア形成支援の充実
２ 就学の促進、就学状況の把握 ５ 外国人の子供やその親に対する日本人側の理解
３ 学校教育等における指導体制の確保・充実 41

【子育て全般】
○ 外国人の子供については、教育支援だけではなく、母語支援、日本語支援のための人材育成や十分な

助成、親に対する子供のキャリア形成等への理解や乳幼児からの保健医療支援、困窮家庭への支援も含
めた生活支援が必要（関係者ヒアリング〔一般財団法人自治体国際化協会〕）。

子育て・教育に関する課題

幼年期

（０～４歳）

少年期

（５～14歳）

青年期・壮年期・中年期

（15～64歳）

【進学・キャリア形成支援】
○ 進路未定のまま高校を卒業し，日本語を学びたいが日本語学校は学費が高くてなかなか入学できない

という若者がいるため、ニーズ把握を始めとし、日本語等支援策を検討してほしい（関係者ヒアリング
〔一般社団法人Kuriya〕）。

【外国人の子供及びその親に対する支援】
○ 日本社会で活躍する外国人の子供を増やすには、外国人の子供の親に対して、日本の文化や制度、日本

ではどのような可能性があるのかをよく説明することが重要。親に奨学金等の支援制度のことが伝わって
おらず、せっかくの支援が活用されていないのではないか（関係者ヒアリング〔ランゲージワン株式会社・
カブレホス セサル氏〕）。



雇用・労働に関する意見・要望

【外国人からの就労相談への対応等】
○ ハローワーク等における外国人対応窓口の設置、通訳の配置などの対応を継続的に行うべき（全国知

事会、多文化共生推進協議会）。

１ ハローワーク等による外国人からの就労に関する相談対応の実施（通訳の配置・多言語化等）
２ 労働基準監督署等による事業者向けの相談・指導体制の整備（労働関係法令の遵守の徹底等）
３ 日本語能力等に配慮した就労のための職業訓練等
４ 企業における外国人社員への理解の促進

【事業者向けの相談・指導体制の強化等】
○ 外国人雇用サービスセンターを北海道に設置するほか、事業主からの相談等に応じる外国人雇用管理
アドバイザー等の増設や相談時間の延長、多言語化など、支援体制の強化を図るべき（北海道）。

○ 労働関係法令の遵守の徹底を図るなど、外国人材の就労環境の適正化に向けた取組や、社会保険の加
入促進の取組を引き続き進めるべき（愛知県ほか）。

【日本語能力等に配慮した就労のための職業訓練等】
○ 日本語能力に配慮した職業訓練の更なる充実に努めるべき（全国知事会ほか）。

【生活での差別的な扱いを受けた経験】（令和２年度在留外国人に対する基礎調査）
○ 「特に経験していない」が35.1％と最も多いが、それ以外では、

１位 家を探すとき（24.6％）
２位 仕事をしているとき（24.1％）
３位 仕事を探すとき（19.6％）

との結果であった。

雇用・労働に関する課題
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青年期。壮年期・中年期

（15～64歳）



１ 在留外国人高齢者の介護状況の実態把握

２ 在留外国人に対する介護保険制度や介護サービスに関する知識や情報の不足

３ 日本の葬儀に関する知識の不足

４ 介護現場を含む地域社会における外国人高齢者に対する日本人側の知識や理解
の不足

高齢者に対する支援に関する課題

高年期

（65歳～）
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その他各種支援に関する意見・要望

【医療】
○ 医療通訳制度の更なる充実を図るとともに、先行自治体等の制度との融合を図ること（神奈川県ほか）。

１ 医療通訳の活用、育成 ３ 社会保険への加入促進
２ 災害発生時の情報発信・支援 ４ 住宅確保のための取組

【住宅探しにおける困りごと】（令和２年度在留外国人に対する基礎調査）
○「特に困ったことはない」が50.4％と最も多いが、それ以外では、

１位 家賃や契約にかかるお金が高かった（23.5％）
２位 国籍等を理由に入居を断られた（20.5％）
３位 保証人が見つからなかった（19.7％）

との結果であった。

その他各種支援に関する課題

高年期

（65歳～）

幼年期

（０～４歳）

少年期

（５～14歳）

青年期・壮年期・中年期

（15～64歳）

【災害時の困りごと】（令和２年度在留外国人に対する基礎調査）
○「特に困ったことはない」が56.9％と最も多いが、それ以外では、

１位 信頼できる情報の情報源が分からなかった（12.6%）
２位 避難場所が分からなかった（10.2％）
３位 警報・注意報などの避難に関する情報が、多言語で発信されていないため分からなかった（9.8％）

との結果であった。

【社会保険の加入促進】
○ 事業主向けの相談・指導体制の整備や雇用管理改善の取組に係る好事例の事業者への周知など、外

国人材の就労環境の適正化に向けた取組や、社会保険の加入促進の取組を引き続き進めること（全国
知事会）。
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